
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

（参考）人件費単価

維持管理費用のため、他市町村とは比較できない。

把握していない

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

なし
把握している

4,205 4,205

(千円)

4,2054,205 4,205

(千円) 6,100 7,269

（円＠時間)

5 5

540 540

7,102

540

7,102

540

2,271 2,2712,237 2,271 2,271

各農業用施設について、今後維持管理費が増加するものと思われる。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 532

事務事業に係る総費用（A＋B）

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円)

7,102

5 5

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） 3,863 4,998 4,831

6◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人)

(千円)

農業用施設が建設された以降から開始

⑶その他(使用料・手数料等) (千円)

⑵地方債 (千円)
財
源
内
訳

0

699

4,132

699

0

4,831 4,831

2,093 3,226 4,132 4,132

699

⑷一般財源

0 0

(千円)

0

1,770 1,772

0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

農業用施設が持つ公益的機能が維持され、管理が図られること

0◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） (千円) 0 0⑴国・県支出金

100.00 100.00100.00

100.00修繕箇所/必要修繕箇所 ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

委託箇所/委託必要箇所 ％ 100.00

1,647,0001,829,431 1,647,000委託料 円 1,727,981

100.00

1,647,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

農業用施設を適正に維持管理することによって、使用目的指数を最大限に向上させる。
①

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡

1,874,000

円

活
動
指
標

なし。

施設管理については委託　修繕等については発注請負　光熱水費等は直接支払い

＊平成22年度の変更点

km

円 1,438,101 1,567,833 1,874,000

5

高熱水費

② 修繕料

一般農道

350,185 900,000

①

30

5 5

30

1,207,821

5

30 30

900,000 900,000

1,874,000

2

24年度

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績

広域農道
農業用施設

農村公園 箇所

箇所 2 2 2
（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡ 5

2

30

対
象
指
標

①

対
象

電 話 番 号 0765-23-1036 基 本 事 業 名

計画

目 １．農業土木総務費

農業用施設に関する維持管理事業

20年度 21年度 22年度 23年度

４．市直営 記 入 者 氏 名

施 策 名

区 分 Ⅰ－１．農業（生産基盤）

農道、農業用用排水路の整備

舘　知子

１．施設管理 係 名 等 業務林政係

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金

款 ６．農林水産業費

１．生産基盤・経営基盤の強化・改善 項 ２．農業土木費当面継続 業務分類

予 算 書 の 事 業 名 4.農業用施設等管理費

事 業 期 間 開始年度 市制制定前 終了年度

課 名 等 農林水産課 政 策 名 第２節 地域の特性を生かした農林水産業の振興

コード３ 001060201

事 務 事 業 名 農業用施設等管理事業 部 名 等 産業建設部 政策の柱 第１章　明日を築く活力あるまち 会計 一般会計

コード１ 03020100 政策体系上の位置付け 予算科目コード２ 121113

21

事 業 コ ー ド 12111301 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

県内市町村の類似事業等において受益者負担はない。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 農村公園の維持管理やスーパー農道の法面除草、冬の消雪等の委託管理費であり、今後も必要な事業である。
二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

利用者が、市民のみならず不特定多数であるため、負担を求めるものではない。

不要
適正化の余地なし

維持

なし
説
明

現状で概ね適正であると考えられる。

説
明

今後、維持管理費に係る費用が増加すると予想されるため。

中･長期的
（３～５
年間）

なし。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし

成果の方向性

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○ 終了

○

なし
説
明

連携することで、今より効果の高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

④ 公平性 ● 適切

○ 廃止

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○

○ コスト削減の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

なし
説
明

原状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

○

根拠法令等を記入
○

○

法令などにより市による実施が義務付けられている

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
非
常
に
高
い

直結度大

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ●

●

農業用施設の維持管理は、公益的機能の発揮には必要不可欠であり、適正に維持管理することで公共的な意義は大
きい。

比
較
的
高
い

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

大

民
間
可
能

○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

直結度中 ○
説
明

直結度小

平成 22 年度 （平成 21
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

市民から迅速な道路補修対応の要望が多くある。
把握している

未調査

把握していない

44,271 0(千円) 2,386 22,476

1,514 2,271 2,271

540 540

4,205 4,205

0

0 0

4,205 4,205

車社会となり、市民は道路の状態に敏感になってきており、修復の迅速さ、車の走りやすさ、歩道の確保などの要求が強くなってくると思われる。ま
た、年々新川広域農道や他の農道等の経年劣化による道路の傷みも増えてきている。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 360

事務事業に係る総費用（A＋B）

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) (千円)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

0

⑷一般財源 (千円)

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5 4 4

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 872 20,205 42,000 0

872 20,205 71

⑶その他(使用料・手数料等) (千円) 0 0 0 0

0

新川広域農道は開通してから年数が経過しており、交通量も多いため路面の損傷等も目立ってきている。
市民等からの苦情・要望も寄せられたことから、継続的に補修等を実施するために始められた。

⑵地方債 (千円) 0 0 0 0 0

0

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円) 0 0 41,929 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

適切な土地改良施設の維持保全。

① 補修をした箇所数/補修が必要な箇所数 ％ 100.00 100.00 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

道路のアスファルト補修や、路面排水処理施設の維持管理を実施することで、安全性の確保を図ることを目的とする。

当事業は、平成22年度から「4.農業用施設等管理費」に移行する。

2 3件 2① 補修をした箇所数
舗装及び消雪施設等の補修

②
＊平成22年度の変更点

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

件 2 2 3

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

① 補修が必要な箇所数
土地改良施設（新川広域農道、主要な市管理農道等。）

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

道路は、生活や産業活動に欠かせない重要な社会基盤であり、地域の実情や需要動向に応じた計画的な整備が求められている。
また、日常生活や流通活動の広域化により幹線道路の果たす役割は大きく、適切な維持管理を継続していく必要がある。
本事業は、新川広域農道等の主要な基幹農道について、走行安全性の確保等を目的として改修及び補修を行うものである。 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 １．農業土木総務費

電 話 番 号 0765-23-1037 基 本 事 業 名 農道、農業用用排水路の整備

２．農業土木費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 石崎　光春 区 分 Ⅰ－１．農業（生産基盤）

当面継続 業務分類 ３．建設事業 係 名 等 農林整備係 施 策 名 １．生産基盤・経営基盤の強化・改善 項事 業 期 間 開始年度 平成元年以前 終了年度

款 ６．農林水産業費予 算 書 の 事 業 名 5.土地改良施設改修事業 課 名 等 農林水産課 政 策 名 第２節 地域の特性を生かした農林水産業の振興

事 務 事 業 名 土地改良施設改修事業 部 名 等 産業建設部 政策の柱 第１章　明日を築く活力あるまち 会計 一般会計

コード１ 03020400 政策体系上の位置付け コード２ 121113 予算科目 コード３ 001060201

21

事 業 コ ー ド 12111302 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

基幹道の利用者は農業者のみではなく広範囲かつ不特定の住民であり、受益者負担はなじまない。

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 広域的な道路としての役割を果たす新川広域農道は、農業のみならず各種の産業や生活活動に欠くことのできない
重要な道路である。安全で快適な通行確保のためにも、引き続き適切な維持管理が求められる。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

広域農道に係る改修を対象にしており、他の農道と比較して非常に公益性が高いことから、特定の受益者に対し負担を
求めるのは適当でないと考えられる。

不要
適正化の余地なし

必要に応じて、直営にて作業を実施しており、事業費の削減は困難である。

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の人員にて対応している。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○○ 終了 廃止 ○

なし

○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

● 適切

適切

説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性

適切 ○ コスト削減の余地あり

① 目的妥当性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ●

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 成果向上の余地あり

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
非
常
に
高
い

●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

非
常
に
高
い

○

直結度中

○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

●

直結度大
説
明

大

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

●

21

通行車両等の安全を確保するため、維持管理や補修は継続的に実施する必要がある。

【目的妥当性の評価】

直結度小

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

(1)水路が改修されることにより、ほ場に安定した用水量を供給できる。維持管理も軽減される。
(2)ため池を整備することにより、ため池の貯水量が安定し、必要な用水量を確保できる。
(3)農道を改良することで、大型機械の導入や農作物の輸送が容易にできるようになる。
(4)転落防止柵を設置することによって、安全に水路管理ができる。

未調査のため・要望してから工事実施までの期間が長い。
・資材等を支給してもらい、地元直営で施設の改修をしたい。 把握している

把握していない

昭和40～50年代に盛んに整備された農業用施設は、標準的な耐用年数(40年)のピークを迎えつつあり、改修が必要な農業用施設は今後増加していくこと
が予想される。

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

対
象

水路改修工事10件(東尾崎外9地区)：土水路や老朽化した水路を二次製品のｺﾝｸﾘｰﾄ水路に改修
水門設置工事1件(鹿熊)：流量調整のため水門設置
安全施設設置工事1件（大沢）：転落防止のため安全柵設置　　　農地復旧工事1件（金山谷）：田の法面崩壊の復旧
＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

4,373 4,373 4,373 4,373

38,165 29,193 24,373 24,373

3

1,040 1,040 1,040 1,040

3 3 3

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 16,619

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,268

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,332

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

33,792 20,000(千円) 24,82011,287 20,000

2,600

10,311 9,400 9,400

2,6002,989

0 0

8,000

0 0

(千円)

⑶その他(使用料・手数料等)

⑷一般財源

0

4,859 14,525

(千円)

(千円)

そ
の
結
果

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(1)水路が土水路で安定した水量が確保できない、維持管理に多大な労力を費やすので改修してもらいたいと要望があった。
(2)ため池の護岸の老朽化が著しく、安定した水量を確保できないので改修してもらいたいと要望があった。
(3)農道を改良することで作業効率が高めたいと要望があった。
(4)水路へ転落の危険があるので柵を設置してもらいたいと要望があった。

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

1,324 4,518

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 5,104 14,749

8.0615.12 8.22

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 実施件数/要望件数 ％

56 13 6 5

➡
活
動
指
標

実施件数 件①

②

73 67 62

23年度

計画

20年度 21年度 22年度

実績

基 本 事 業 名 農道、農業用用排水路の整備

件 92 86

対
象
指
標

(1)改修が必要な水路
(2)改修が必要なため池
(3)農作業に必要な農道
(4)転落の危険がある水路

① 要望件数

６．農林水産業費

区 分 Ⅰ－１．農業（生産基盤）

施 策 名 １．生産基盤・経営基盤の強化・改善

目

政 策 名

２．農業土木費

第２節 地域の特性を生かした農林水産業の振興

項

款

記 入 者 氏 名

業務分類 ３．建設事業 農林整備係

３．負担金・補助金 ４．市直営

課 名 等 農林水産課

係 名 等

121113

一般会計政策の柱 第１章　明日を築く活力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001060202コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03020400

事 務 事 業 名 県単独農業農村整備事業

事 業 コ ー ド 12111303

部 名 等 産業建設部

２．農地費

24年度

単
位

予 算 書 の 事 業 名 2.県単独農業農村整備事業

開始年度 平成元年以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

農業用施設の改修や農村の環境整備を行う。
各地区からの整備改修に関する要望を受け、当事業の要件を満たす場合に県へ採択要望を行い、採択後、工事を実施する。
事業費は、県、市、地元の三者で、所定の割合で分担する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1037

石崎　光春

電 話 番 号

➡

＜施策の目指すすがた＞

8,000

生活基盤の整備が進み、農村が活性化していること。

11,520

7.466.52
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

年度

大

●

●

○

○

○

なし
説
明

施工方法や使用材料等を検討し、コスト削減に努めている。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

なし

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の人員で行っており、見直しの余地なし。

なし

中･長期的
（３～５
年間）

⑵　今後の事務事業の方向性

●

維持

成果の方向性

コストと成果の方向性

コストの方向性

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

適切

適切

成果向上の余地あり

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切 ○

●

11．事務事業実施の緊急性

○

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

適切 ○

説
明

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性

【有効性の評価】 ② 有効性

③ 効率性

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

農業用施設を整備することにより、農業生産基盤を改善することができ、農作業の効率化、生産性の向上、維持管
理の軽減を図ることができる。

●

直結度大

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

○

○

●

○

○

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

受益者が農家に限定されるため、ある程度の負担は必要である。

他市の状況を見て設定している。

平
均

★課長総括評価(一次評価）

○

（平成 21

【公平性の評価】

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

営農に欠かせない農業用施設の改修整備の要望が多い。安定した営農や農地保全のためにも緊急性、必要性を勘案
して引き続き事業を行う必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

農道や水路の老朽化により、路面の破損や水路の水漏れなどの報告が市民から寄せられている。
把握している

未調査のため

把握していない

3

340 340

5,059 3,430(千円) 5,723 2,407

3

2,935 1,430 1,430

340 340

4,205 4,205

3,430

1,430 1,430

4,205 4,205

ほ場整備事業により造成された施設が３０～４０年経過しており、老朽化により、改修が必要な箇所が一層増加するものと思われる。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 698

事務事業に係る総費用（A＋B）

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) (千円)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205

2,000

⑷一般財源 (千円)

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4 3 3

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 2,788 977 3,629 2,000

1,812 783 2,729 1,300 1,300

⑶その他(使用料・手数料等) (千円) 976 194 900 700

0

（１）水路の現況が土水路で安定した水量が確保できないことや、維持管理にも多大な労力を費やすので改修してもらいたいと地元から要望があった。
（２）水路が被災している、又はすぐに土砂が溜まって困るとの苦情があった。
（３）水路法面が崩壊し、下流に水が流れなくなっているとの苦情が以前あった。

⑵地方債 (千円) 0 0 0 0 0

700

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円) 0 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

維持管理の軽減を図り、安定した営農を目指す。

① 工事実施率 ％ 58.33 25.00 25.00 25.00 25.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

老朽化している水路等を改修し、維持管理の軽減を図る。
老朽化している転落防止柵を取替えし、安全性を確保する。

変更なし

3 3 3 3件 7① 対象工事数
水路改修工事1件（東城）
農道舗装工事1件（木下新）
水門修繕工事1件（吉野） ②
＊平成22年度の変更点

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

12 12件 12 12 12

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

① 改修が必要な農業用施設
改修が必要な農業用施設（道路、水路）

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

農業生産の効率化と経営の安定化を進め、農業の振興及び農地の安定を図っていく。
中山間地農業が持つ多面的機能の果たす役割は大きく、後継者育成を図りながらこれを維持していく必要がある。
そのためには用水や農道の整備、維持管理の軽減を図る必要があり、上位事業で採択できないものを対象にして当事業で実施している。 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ２．農地費

電 話 番 号 0765-23-1037 基 本 事 業 名 農道、農業用用排水路の整備

２．農業土木費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 石崎　光春 区 分 Ⅰ－１．農業（生産基盤）

当面継続 業務分類 ３．建設事業 係 名 等 農林整備係 施 策 名 １．生産基盤・経営基盤の強化・改善 項事 業 期 間 開始年度 平成元年以前 終了年度

款 ６．農林水産業費予 算 書 の 事 業 名 3.市単独土地改良事業 課 名 等 農林水産課 政 策 名 第２節 地域の特性を生かした農林水産業の振興

事 務 事 業 名 市単独土地改良事業 部 名 等 産業建設部 政策の柱 第１章　明日を築く活力あるまち 会計 一般会計

コード１ 03020400 政策体系上の位置付け コード２ 121113 予算科目 コード３ 001060202

21

事 業 コ ー ド 12111305 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

他市の状況を見て設定している。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 近年、農業用施設の老朽化が著しい。中でも早急に対応が必要な箇所や、簡易な改修で施設の延命を図ることが出
来る事業として一定の効果がみられ、今後も必要な事業だと考えられる。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

受益者が農家に限定されるため、一定の負担は必要である。負担率についても、現在の率(35%)で妥当である。

不要
適正化の余地なし

施工方法や使用材料等を検討し、コスト削減に努めている。

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の人員で行っており、見直しの余地なし。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○○ 終了 廃止 ○

なし

○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

● 適切

適切

説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性

適切 ○ コスト削減の余地あり

① 目的妥当性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ●

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 成果向上の余地あり

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

●

● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当 ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
●

○

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

○

直結度中

●

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

●

直結度大
説
明

大

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

21

地域生活に密着した小規模施設を対象としており、市民の満足度は高い。

【目的妥当性の評価】

直結度小

平成 22 年度 （平成
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